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【博学連携教員研修ワークショップ報告】

学校と博物館でつくる　国際理解教育－センセイもつくる・あそぶ・たのしむ－
大阪府立三島高等学校　金田　修治　

　2014年 8 月 5 日、国立民族学博物館で博学連携教員研
修ワークショップ（同博物館・日本国際理解教育学会共
催）が開催された。このワークショップを知って数年間が
経つが、毎年日程が合わず、今年ようやく参加することがで
きた。
〈第１部〉講演とミュージアムツアー
　国立民族学博物館館長の須藤健一氏と日本国際理解教育
学会会長の同志社女子大学藤原孝章氏の開会挨拶から博学
連携教員研修ワークショップが始まった。両氏の挨拶から
は、今年で創設40周年を迎える国立民族学博物館と今年で
10年目となるこのワークショップがともに節目を迎え、そ
の総括と今後にむけての思いがよく伝わってきた。藤原会
長からは、過去10年このワークショップを通じて、実践の
ヒントや事例が紹介されてきたが、その蓄積を経て、教員
が今こそワークショップを“受ける”人から、授業の中で

“実践する”人へと変身していただきたいとの熱いメッセー
ジが伝えられた。
　これに続く中央大学・森茂岳雄氏による基調講演「文化
人類学と学校現場をつなぐ－みんぱくの教育活動をふりか
えって」では、みんぱく40年の歴史の中で、博物館として
教育にアプローチして来た過程を紹介いただき、“体験”
を教育の現場へという取り組みから、展示の充実だけでは
なく、特別展・企画展の際の子供向けワークショップな
ど、博物館として体験的な学びを創出してきた取り組みが
よく理解できた。次に平成16年から活動が始まったみんぱ
くミュージアムパートナーズ（ＭＭＰ）の山口美保、三宅
敬子両氏より、支援学校生徒の見学への対応とワーク
ショップ活動を取り入れた小学校での実践報告があった。
誰もが楽しめるユニバーサルミュージアムという理念のも
と、ＭＭＰが特別支援学校の視覚障害の生徒に、触れて感動
でき、触れることで展示物のイメージを掴んでもらう導き
の事例が紹介された。ＭＭＰはこれ以外にも「点字体験ワー
クショップ」や小学校向け体験型見学プログラム「わくわ
く体験 in みんぱく」なども企画、担当し、博物館が持つ
モノ（教材）をより分かりやすく見学者である子供たちに
伝える橋渡しの役割を担っている。「ＭＭＰは、機械の音声
案内とは違って、心の触れ合いを通じて展示物を紹介して
います」との一言が印象的であった。
　続くミュージアムツアーでは、今年リニューアルされた
東アジア展示（中国地域の文化、朝鮮半島の文化、日本の
文化「沖縄のくらし」「多みんぞくニホン」）のそれぞれの
展示場所に分かれ、展示担当者から説明を受けた。この直
後に社会科研究会の研修旅行で韓国南部を巡る予定があっ
たので、朝鮮半島の文化（説明：国立民族学博物館・朝倉
敏夫氏）に参加した。新しい展示では、朝鮮半島の伝統文
化を一つの軸に、日本の植民地時代の文化すなわち朝鮮の
近代文化、そして終戦、分断後のアメリカ文化を中心とし
た現代文化まで、閲覧者の動線を考え、視覚的にもわかり
やすく、もちろん触れて学べる現物展示として、文化の変
容を実感し易い形にまとめられていた。

〈第２部〉ワークショップ　
　午後は、6 つのワークショップ（みんぱくシアター :「多
みんぞくニホン」を体感する／一粒のカカオ豆から／「み

んぱっく」で世界と教室をつなごう！／ことばと文化への
目覚め／「すごろく教材」で異文化理解／モノとの対話：
何が聞こえる？何が見える？）が開催された。どのワーク
ショップも初参加の身には魅力的で、すべてに参加したい
気持ちを押さえつつ、“ことばと文化への目覚め”に参加した。
　このワークショップでは、今年閉校した、 ７ 割が外国籍
の生徒で占められる横浜いちょう小学校の例を挙げ、国際
化に伴い多言語化している教育現場での多言語教育の必要
性を訴え、言語への目覚め活動を通じて、特定の一言語を
教えるのではない言語文化への多元的アプローチが紹介さ
れた。高校、特に進学校において英語教育は、英語教員の
みが担っているという観があるが、多様な言語活動の実践
はむしろ英語教員以外の教員が、学校設定科目や総合的な
学習の時間の中に取り込むことができるということを確認
し、授業へのヒントを持ち帰ることができた。また、世界
各国の暦を使っての「カレンダーから世界を読む」という
ワークは、そのカレンダーの国を推測し発表するという簡
単なワークだが、文字は解明できなくても、曜日の並びや
休日らしき印などから、参加者同士が意見を出し合い、推
測する中でその国の民族構成や宗教、歴史的背景が見えて
くるという体験的学びを実感した。言語や文化に関わる授
業を構想するヒントをいただいた。最後のフィード・フォ
ワード（東京学芸大学大学院・成田喜一郎氏）の中でも他
の参加者と交流でき、短いながらも情報交換に充実の時間
を過ごすことができた。

リニューアルされた東アジア展示場にて（ミュージアムツアー）

ワーク中　ワークショップ ４ 　ことばと文化への目覚めの様子
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PISAの想定する「学力」3分野と中心となる「反省性」
国立教育政策研究所　丸山　英樹　

　今日、応用・活用する機会と経験の場を増やすことが、

学習者の技能形成につながるとされている。そのため、ど

こかの誰かによって定められた「学力」を誰もが身に付け

るべきといった道具的な捉え方は古くなった。生産と消費

より知識・情報とサービスが経済活動の中心となった

1980年代以後の社会では、学校で身に付けた基礎学力だ

けでは就業を継続させることは難しく、流動化した知識と

情報を絶えず更新する必要がある。そこで、知識基盤社会

で求められるリテラシー教育とは、批判的で反省的な思考

力とコミュニケーション能力を重視する教育として再定義

される。

　さて、この社会におけるリテラシーを模索し、その一部

を測定可能としたのが、OECD（経済協力開発機構）が教育

指標事業の一つにおいて「キー・コンピテンシー」を定義

付けた、DeSeCo（Definition and Selection of Competencies）

研究である。この研究で示される能力モデルは包括的概念

であり、複雑な要請に成功的に応答する知識や技能や態度

を扱い、社会的な変化と課題に応えることが求められ、第

1 分野「道具を相互作用的に用いる」、第 2 分野「異質な

人々からなる集団で相互にかかわりあう」、第 3 分野「自律

的に行動する」を測定対象としている。この 3 つが示す通

り、「キー・コンピテンシー」は、教科内容を直接扱うわ

けではなく、個人の人生の成功とうまく機能する社会を構

成する諸価値につながるような要求を想定している。そし

て、3 分野が重なる中心には「反省性（reflectivity）」が位

置づき、個人が社会化の圧力を対象化し、省察し、再構成

するため、批判的なスタンスを取ることにつながる。

　OECDは、このモデルを、国際成人識字調査（IALS）、生

徒の学習到達度調査（PISA）、国際成人力調査（PIAAC）

などに応用している。PISA（ピザ）は、リテラシーを幅広

く評価する意図を持ち、例えば知識の内容、構造、プロセ

ス、状況を含めて、学習成果の測定を試みている。2000年

から2012年までの過去 5 回のPISAでは、DeSeCoの第 1 分

野が測定された。2015年調査からはPISAは第 2 分野を含め

たコンピュータ調査に完全移行し、2018年調査以降には大

小様々なグローバル社会における自律的行動を含めた測定

を目指している。これによって、ようやくOECDが考えた

「学力」のコアである「反省性」が、持続可能な社会構築

と個人の幸福という教育の目的と関連して国際的に議論さ

れることになる。また、近年OECDは「スキル」という用

語を多用しているが、それは広義の概念であるコンピテン

スと、そのうちある方向性を持つコンピテンシーの中で、

より一般的であり、目的が明確で、測定可能な側面を意味

している。

　ところで、日本で「PISA型学力」と呼ばれる活用能力は

第 1 分野しか想定していないため、DeSeCo本来の学力観か

らすると、 3 分の 1 しか示していないことになる。また、

PISAに影響を受けた「全国学力テスト」の「B問題」も、

項目反応理論にもとづかず、限定的な設問で測定されてい

るが、その正答率を根拠に「学力」が判断されている。さ

らに、その結果を公開することに意味を見出す動きから、

既に教育学というより政治学や社会学の研究対象としての

様相を呈しており、改めて日本社会において教育研究の持

つ影響力が小さいことがわかる。つまり、同じ公共サービ

スである医療や福祉に比べ、教育に関する言説では経験談

が幅を利かせ、現場から支持されることがある。同時に、

そうした「非科学的な」意思決定に対する近年の不信感か

ら、入手可能な数値であるというだけで、妥当性を精査し

ないまま「エビデンス」として政策策定に用いられる状況

が散見されている。公教育の便益を測定する目的を持つ

PISAに比べ、国内の調査や議論は教科教育の枠組みに限定

した教育成果の検証が中心となっており、しかもその枠組

みや前提を捉え直そうという議論は非常に少ない。

　国際的には、就業能力（employability）も見据えて、

DeSeCoの示す能力に沿った整理も進んでいる。例えば、ド

イツは「形成能力」としての「ESDコンピテンシー」も出

しており、これは社会変革を射程に入れた能力育成の指導

指針となっている。このことから、学校教育に限らない人

間形成の方向性を示しているといえよう。中でも興味深い

のは、不完全で複雑な情報を扱い、個人の決定ジレンマを

処理する、道徳的行動をとるなど、白黒はっきりしない現

実社会の課題に対応する能力を、コンピテンシーの重要な

一部としている点にある。このことからも、国際理解教育

研究で参照されることも多い国際機関の示す概念・枠組み

や内容について、生涯学習の観点から日本ではより反省的

に捉え直す必要があるだろう。
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日韓中でつくる国際理解教育
大津　和子　

　東アジア文化圏に属する日本、韓国、中国は、古来、近

隣国として歴史的に密接な関係にあり、グローバル化の進

展とともに、三カ国間の人の移動はいっそう頻繁になって

きました。また、「東アジア共同体」構想が注目されるよ

うになり、その中核国と目される日本、韓国、中国の連携

の重要性が指摘されています。

　しかし、三カ国間の相互理解は十分とは言えない状況に

あります。日本の児童・生徒の多くは韓国や中国への関心

が薄く、マスメディアの情報にともすれば流されがちで

す。とりわけ、近年のように、領土問題をめぐり日本と韓

国、中国との国際関係が悪化している時期には、歴史的背

景を踏まえた上で、相互の主張の根底にある考え方を理解

する必要があります。

　日韓中三カ国の若い世代が、隣国の文化や歴史的なつな

がりに興味・関心をもち、相互に理解を深めるためのカリ

キュラム・教材を開発するために、平成21 ～ 23年度科学

研究費補助金（基盤研究B）を受けて、『日韓中の協働によ

る相互理解のための国際理解教育カリキュラム・教材の開

発』（研究代表者大津和子）に取り組みました。本書はそ

の研究成果に基づき、さらに加筆修正を加えて編集されて

います。

　本研究では以下の点を重視しました。第一に、共通の

テーマでカリキュラム・教材を開発することです。共通の

テーマを扱うことにより、日韓中三カ国の文化の違いだけ

ではなく、文化の共通性や相互のつながりをも学ぶことが

できるからです。

　第二に、各国の学習者の発達段階に応じたカリキュラ

ム・教材を、三カ国の協働により開発することです。アイ

デアや情報を持ち寄って教材案を構想して、日韓中三カ国

の学校で実験授業を試み、改善を図ってきました。

　第三に、教材・カリキュラム開発のプロセスにおいて、

日韓中三カ国の研究者および教員が相互理解を深めること

です。三年間にわたって研究会を重ねることにより、日韓

中の授業観や学校文化の違いを一定程度理解しつつ、共同

研究の面白さを実感しました。

　最後に、開発したカリキュラム・教材を、研究分担者や

研究協力者だけではなく、日韓中三カ国で広く活用される

ように指導案を作成し、国際理解教育の共有財産とするこ

とです。そのために、日本国際理解教育学会が開発した

フォーマットで学習指導案を示し、日韓中三カ国語で報告

書を執筆しました。

　本書は、「食文化」「人間関係」「人の移動」から構成さ

れています。「食文化」では、児童・生徒にとって身近で

興味をもちやすい「ラーメン」と「コメ」を通じて、日韓

中の食文化の違いと共通性に気づき、三カ国のつながりに

ついても学ぶことができます。

　「人間関係」では、「家族」の誕生日をめぐる感じ方や考

え方の違いだけではなく、家族を想いあうという共通性に

も気づくことができます。友人間をはじめ、人間関係にお

ける礼儀やマナーの背後にある考え方や価値観を知ること

は、異文化理解の出発点ともいえます。

　「人の移動」でとりあげた「移民」では、人の移動を通

じた文化交流や文化混淆、移民に関わる諸課題を学ぶため

に、ハワイやブラジルに渡った移民などの「読み物資料」

（日本語、韓国語、ポルトガル語）が作成されました。「旅

行」では、開発した「すごろく」を通じて、隣国の文化や

自国との歴史的なつながりを知ることができます。

　なお、日本語による韓国すごろく（小学生版と中学生

版）、および、中国すごろく（小学生版と中学生版）、韓国

語による日本すごろく（小学生版と中学生版）、中国語に

よる日本すごろく（小学生版と中学生版）のすごろく地図

とカードが、明石書店のホームページ上に掲載されてお

り、それらを印刷すれば使うことができます。
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寄　　贈　　図　　書

◦北山夕華『英国のシティズンシップ教育－社会的包摂の試み－』早稲田大学出版部、2014年

◦渡部淳＋獲得型教育研究会編『教育におけるドラマ技法の探究－「学びの体系化」にむけて－』明石書店，2014年

◦林泰成・山名淳・下司晶・古屋恵太編著『教員養成を哲学する－教育哲学に何ができるか－』東信堂，2014年

◆会員の図書・文献寄贈のお願い

会員の皆様が関わられました図書、報告書、教材などがございましたら学会にご寄贈下さい。紹介させていただきます。

• 開 催 日 程：2015年6月13日－14日（予定） • 開 催 会 場：中央大学多摩キャンパス

• 実行委員長：森茂岳雄 • 実行委員会：福山文子・青木香代子

日本国際理解教育学会第25回研究大会開催のお知らせ

事　　務　　局　　通　　信

新　刊　の　ご　案　内

　本書は、2007年にユネスコアジア文化センターの助成で開催した

「日韓中三カ国相互理解のための教材開発ワークショップ」に端を発

し、2009年度～ 2011年度科学研究費補助金（基盤研究B）を受けた

「日韓中の協働による相互理解のための国際理解教育カリキュラム・

教材の開発」の研究成果をもとに編集されたものです。「食文化－

ラーメン・コメ」「人間関係－家族関係」「人の移動－移民」「人の移

動－旅行」の単元開発と実践を通して日韓中の相互理解をめざした研

究成果です。

日本国際理解教育学会・ユネスコアジア文化センター（ACCU）企画

大津和子編『日韓中でつくる国際理解教育』（明石書店）
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事務局からの連絡とお願い

◆年会費納入のお願い

　2014年度の会費をまだ納入されていない方は、できるだけ速やかな納入をお願いいたします。納入いただいた方には、

学会誌『国際理解教育』Vol.20をお届け致します。

　●正会員8,000円　学生会員4,000円　団体会員30,000円

　●振込先（ゆうちょ銀行以外からの振り込みには店名、店番が必要となります）

　　ゆうちょ銀行から：記号00120-5、番号601555、加入者名　日本国際理解教育学会

　　他の金融機関から：�店名〇一九（ゼロイチキュウ）、店番019、預金種目　当座預金、 

口座番号　0601555、加入者名　日本国際理解教育学会

◆住所・所属等変更連絡のお願い

　ご所属、ご住所などに変更がありましたら、事務局までE-mail（jaie@tamacc.chuo-u.ac.jp）にてご連絡いただきたくお

願いいたします。

◆学会誌『国際理解教育』バックナンバーの購入手続きについて

　明石書店から発行されております『国際理解教育』の16号以降につきましては、お近くの書店にてご購入が可能です。

それ以前の紀要につきましては、事務局にて販売致しております。在庫希少で販売できない号もございますが、ご購入を

ご希望の方はお気軽に事務局までお問い合わせください。会員価格でご購入いただけます。

◆フェイスブックのご案内

　学会からの発信ツールとして、これまでのホームページ（http://www.kokusairikai.com/）に加え、あらたにフェイス

ブックを活用することとなりました。ご興味のある方は、是非フォローしてみてください。

新　　入　　会　　員

以下の 8 名が2014年10月10日までに入会を承認されました。

氏　名 所　属 氏　名 所　属

田　中　総　一 北陸学院大学 湖　月　美　和 京都女子大学大学院

前　田　康　二 奈良教育大学 ベティーナ・ギルデンハルト 同志社大学

南　雲　勇　多 早稲田大学大学院 鹿　目　葉　子 中央大学国際センター

長谷川　文　子 拓殖大学 タスタンベコワ・クアニシ 筑波大学大学院
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